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(57)【要約】
【課題】フォーム層とフィルム層の界面剥離強度が高く
、長期に渡ってトナーシール性及び摺動性に優れるトナ
ーシール部材を提供する。
【解決手段】本トナーシール部材１は、ウレタンフォー
ム層２１及びウレタンフィルム層２２の積層体２からな
り、この積層体２はウレタンフォーム原料をウレタンフ
ィルム上で発泡させることによって形成されており、積
層体の摺動強度は６０Ｎ以下であり、ウレタンフォーム
層２１の密度は２００～４８０ｋｇ／ｍ３であり、セル
径は３００μｍ以下であり、厚みは０．５ｍｍ以上であ
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ウレタンフォーム層及びウレタンフィルム層の積層体からなるトナーシール部材であっ
て、
　前記積層体はウレタンフォーム原料をウレタンフィルム上で発泡させることによって形
成されており、該積層体の摺動強度は６０Ｎ以下であり、
　前記ウレタンフォーム層の密度は２００～４８０ｋｇ／ｍ３であり、セル径は３００μ
ｍ以下であり、厚みは０．５ｍｍ以上であることを特徴とするトナーシール部材。
【請求項２】
　前記ウレタンフィルム層の伸びが１５０％以上である請求項１に記載のトナーシール部
材。
【請求項３】
　前記ウレタンフィルム層の厚みが３～３０μｍである請求項１又は２に記載のトナーシ
ール部材。
【請求項４】
　前記ウレタンフォーム層の厚みが０．５～６ｍｍである請求項１乃至３のいずれかに記
載のトナーシール部材。
【請求項５】
　前記ウレタンフォーム層の２５％ＣＬＤ硬度が０．１ＭＰａ以下である請求項１乃至４
のいずれかに記載のトナーシール部材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、トナーシール部材に関する。更に詳しくは、本発明は、特定のウレタンフォ
ーム層及びウレタンフィルム層の積層体からなり、フォーム層とフィルム層の界面剥離強
度が高く、長期に渡ってトナーシール性及び摺動性に優れるトナーシール部材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　各種プリンタ、コピー機、ファクシミリ等に代表される事務機器では、静電記録された
静電潜像を現像して可視画像とし、これを熱定着させるトナーが使用されている。このト
ナーは、微細な粉体であり、事務機器の使用に伴って順次消費される消耗材である。
　前記トナーの補給は、例えば、補給用トナーが充填されており、スライド可能な蓋部材
を備えるトナーボトル等のトナー容器を、事務機器のトナーホッパー上に装着することに
より行われる。
　前記蓋部材には、通常、容器に充填されているトナーが漏れないようにするため、トナ
ーシール部材が配設されている。そして、このトナーシール部材には、トナーの外部への
漏出を防止する高いシール性が要求されていると共に、トナーを供給する際における前記
蓋部材の開閉を容易にし得る摺動性も必要とされており、相反する要素が求められている
。更には、これらの特性を長期に渡って維持する耐久性も求められている。
　このようなシール部材としては、従来より、ウレタンフォーム等の各種フォームや、ウ
レタンフォームの一面側にＰＥＴフィルム等が接着された積層体等が開示されている（特
許文献１～３等参照）。
【０００３】
【特許文献１】特開平７－５６４３０号公報
【特許文献２】特開２００３－１２２１１４号公報
【特許文献３】特開２００２―２１４９８５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、最近のトナーは粒径が細かくなり（４～６μｍ）、且つその形状が丸み
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を帯びていることから流動性が高く、上述の従来のシール部材等では、十分なシール特性
が得られない場合が発生している。
　具体的には、従来の圧縮性に優れた低密度ウレタンフォーム等からなるシール部材では
、フォームの連続気泡に起因する通気性やセル径（通常、４００μｍ以上）により、十分
なシール特性が得られない場合がある。
　また、ＰＥＴフィルムを摺動面側に備えるウレタンフォームからなるシール部材では、
ＰＥＴフィルムが形成されている分、ウレタンフォーム単体からなるシール部材よりも摺
動性及びシール特性に優れる。しかしながら、ＰＥＴフィルムはその剛性により柔軟性が
乏しいため、シワや折れ等の変形が生じ易く、凹凸形状に対する追従性が低い。そのため
、これらの欠点に起因するトナー漏れが生じ、十分なシール特性が得られない場合がある
。更には、ＰＥＴフィルムは接着剤等によりフォームに接合されているため、摺動時の圧
力や接着層の経時的劣化等によりフィルムの剥離が生じ、長期に渡ってシール特性及び摺
動性を維持できないこともある。
　そのため、シール性及び摺動性により優れており、且つそれらの特性を長期に渡って維
持できるトナーシール部材が求められているのが現状である。
【０００５】
　本発明は、前記実情に鑑みてなされたものであり、特定のウレタンフォーム層及びウレ
タンフィルム層の積層体からなり、フォーム層とフィルム層の界面剥離強度が高く、長期
に渡ってトナーシール性及び摺動性に優れるトナーシール部材を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は以下の通りである。
　［１］ウレタンフォーム層及びウレタンフィルム層の積層体からなるトナーシール部材
であって、前記積層体はウレタンフォーム原料をウレタンフィルム上で発泡させることに
よって形成されており、該積層体の摺動強度は６０Ｎ以下であり、前記ウレタンフォーム
層の密度は２００～４８０ｋｇ／ｍ３であり、セル径は３００μｍ以下であり、厚みは０
．５ｍｍ以上であることを特徴とするトナーシール部材。
　［２］前記ウレタンフィルム層の伸びが１５０％以上である前記［１］に記載のトナー
シール部材。
　［３］前記ウレタンフィルム層の厚みが３～３０μｍである前記［１］又は［２］に記
載のトナーシール部材。
　［４］前記ウレタンフォーム層の厚みが０．５～６ｍｍである前記［１］乃至［３］の
いずれかに記載のトナーシール部材。
　［５］前記ウレタンフォーム層の２５％ＣＬＤ硬度が０．１ＭＰａ以下である前記［１
］乃至［４］のいずれかに記載のトナーシール部材。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明のトナーシール部材は、特定のウレタンフォーム層及びウレタンフィルム層の積
層体により形成されており、フォーム層とフィルム層との界面剥離強度が高く、十分な摺
動性を有しており、且つ長期に渡ってトナーシール特性に優れる。そのため、電子写真画
像形成装置、例えば、各種プリンタ、ファクシミリ、複写機等に利用されるトナーボトル
、プロセスカートリッジ等におけるトナーシール部材として好適に用いることができる。
　また、ウレタンフィルム層の伸びや厚みが特定の範囲である場合には、柔軟性に優れた
トナーシール部材となり、トナーシール部材が配設される部材の形状等に対する追随性に
優れ、シール特性により優れたトナーシール部材となる。
　更に、ウレタンフォーム層の厚みや２５％ＣＬＤ硬度が特定の範囲である場合には、柔
軟性に優れたトナーシール部材となり、トナーシール部材が配設される部材の形状等に対
する追随性に優れ、シール特性により優れたトナーシール部材となる。
【発明を実施するための最良の形態】
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【０００８】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明のトナーシール部材は、ウレタンフォーム層及びウレタンフィルム層の積層体か
らなる。
　前記「ウレタンフォーム層」の密度は、２００～４８０ｋｇ／ｍ３であり、好ましくは
２００～４００ｋｇ／ｍ３、より好ましくは３２０～４００ｋｇ／ｍ３である。この密度
が２００～４８０ｋｇ／ｍ３である場合には、シール特性及び摺動性に優れるトナーシー
ル部材とすることができる。また、この密度が２００ｋｇ／ｍ３未満の場合には、十分な
シール特性が得られないおそれがある。一方、４８０ｋｇ／ｍ３を超える場合には、ウレ
タンフォーム層の柔軟性が低下して硬くなり、十分な摺動性が得られないおそれがある。
　尚、この密度は、ＪＩＳ　Ｋ　６４０１に準拠して測定される値である。
【０００９】
　ウレタンフォーム層のセル径は、３００μｍ以下であり、好ましくは５０～３００μｍ
、より好ましくは５０～２００μｍ、更に好ましくは５０～１００μｍである。このセル
径が３００μｍ以下である場合には、十分なシール特性を有するトナーシール部材とする
ことができる。また、このセル径が３００μｍを超える場合には、トナー漏れが生じるお
それがある。
　尚、このセル径は、ＳＥＭ写真（電子顕微鏡写真）を用いて測定される値である。
【００１０】
　また、ウレタンフォーム層の厚みは、０．５ｍｍ以上であり、好ましくは０．５～６ｍ
ｍ、より好ましくは１～３ｍｍ、更に好ましくは１～２ｍｍである。この厚みが０．５ｍ
ｍ以上である場合には、十分なシール特性を有するトナーシール部材とすることができる
。特に、この厚みが０．５～６ｍｍである場合には、十分なシール特性を有すると共に、
トナーシール部材が配設される部材（被摺動体）の形状等に対する十分な追随性が得られ
る。尚、この厚みが厚過ぎると、シール部材としての使用時におけるフォーム層の反発力
が過度に大きくなり、シール部材が配設される樹脂成形品（トナー容器等）が変形したり
、亀裂が生じたりするおそれがある。一方、この厚みが０．５ｍｍ未満の場合には、トナ
ー漏れが生じるおそれがある。
【００１１】
　更に、ウレタンフォーム層の２５％ＣＬＤ硬度は、０．１ＭＰａ以下であることが好ま
しく、より好ましくは０．０１～０．１ＭＰａ、更に好ましくは０．０１～０．０５ＭＰ
ａである。この２５％ＣＬＤ硬度が０．１ＭＰａ以下である場合には、シール特性及び摺
動性に優れるトナーシール部材とすることができる。
　尚、この２５％ＣＬＤ硬度は、ＪＩＳ　Ｋ　６２５４に準拠して測定される値である。
【００１２】
　更に、ウレタンフォーム層の圧縮残留歪は、１０％以下であることが好ましく、より好
ましくは０～５％、更に好ましくは０～３％である。この圧縮残留歪が１０％以下である
場合には、長期に渡ってシール特性に優れるトナーシール部材とすることができる。
　尚、この圧縮残留歪は、ＪＩＳ　Ｋ　６４０１に準拠して測定される値である。
【００１３】
　前記「ウレタンフィルム層」の伸びは、１５０％以上であることが好ましく、より好ま
しくは１５０～５００％、更に好ましくは２００～５００％である。この伸びが１５０％
以上である場合には、従来の発泡体の一面側にＰＥＴフィルムを備えるシール部材よりも
、追随性に優れるトナーシール部材とすることができる。
　尚、この伸びは、ＪＩＳ　Ｋ　６２５１に準拠して測定される値である。
【００１４】
　また、ウレタンフィルム層の厚みは、３μｍ以上であることが好ましく、より好ましく
は３～３０μｍ、更に好ましくは１５～３０μｍである。この厚みが３μｍ以上である場
合には、十分なシール特性、及び十分な追随性を有するトナーシール部材とすることがで
きる。また、この厚みが３０μｍを超える場合には、シール特性の更なる向上が望めず、
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コスト高となる。
【００１５】
　前記ウレタンフィルム層を構成するウレタンフィルムとしては、市販品等の公知のもの
を用いることができる。また、このウレタンフィルムは、熱硬化フィルムであってもよい
し、熱可塑性フィルムであってもよいが、熱可塑性フィルムである場合には、その融点が
１５０℃以上であることが好ましい。
【００１６】
　また、前記ウレタンフォーム層及び前記ウレタンフィルム層からなる前記「積層体」の
摺動強度は、６０Ｎ以下であり、好ましくは３０Ｎ以下、より好ましくは１５Ｎ以下であ
る。この摺動強度が６０Ｎ以下である場合には、十分な追随性を有し、摺動性に優れるト
ナーシール部材とすることができる。
　尚、この摺動強度は、後述する実施例に記載の方法により測定される値である。
【００１７】
　また、本発明のトナーシール部材が、トナー容器の蓋部材等の樹脂成形品におけるトナ
ーシール部材として使用される際には、ウレタンフィルム層側が被摺動体側となり、ウレ
タンフォーム層側が蓋部材等の基材側となるように配設される。配設の際には、通常、積
層体におけるウレタンフォーム層が圧縮されて配設される。その圧縮率は、５０％以下で
あることが好ましく、より好ましくは２０～４０％、更に好ましくは２０～３０％である
。この圧縮率が５０％以下である場合には、十分な柔軟性が保たれるため、被摺動体の形
状に対する追随性に優れており、且つ圧縮による適度な反発弾性が得られるため、優れた
シール性が発揮される。
【００１８】
　また、本発明のトナーシール部材を構成する積層体は、ウレタンフォーム原料をウレタ
ンフィルム上で発泡させることによって一体形成されたものであり、同系成分であるウレ
タンフォーム層とウレタンフィルム層との界面は強固に接合されている。そのため、発泡
体の表面にＰＥＴフィルム等のフィルムを接着剤等により接着して得られる従来のトナー
シール部材よりも、表面が平滑であり、界面における剥離強度に優れると共に、接着層の
経時的な劣化を懸念する必要がないため、優れたシール性が長期に渡って維持される。更
には、粘着剤や接着剤等の使用が不要となるため、加熱の際における希釈溶剤のＶＯＣ（
揮発性有機化合物）の発生も懸念する必要がない。
【００１９】
　前記積層体は、例えば、ウレタンフィルム上にウレタンフォーム原料を供給し、発泡さ
せて形成することができる。この際、メカニカルフロス法を用いてウレタンフォーム層を
形成することが好ましい。尚、メカニカルフロス法とは、原則として水や発泡剤をフォー
ム原料に配合せず、フォーム原料に予め、乾燥空気や不活性ガス等の気体を混入させ、機
械的に攪拌することにより気液混合されたフォーム原料を用いて発泡層を形成する公知の
成形法である。
【００２０】
　前記「ウレタンフォーム原料」としては、ポリオール及びイソシアネートを含むものが
用いられる。
　前記ポリオールとしては、例えば、エーテル系ポリオール、エステル系ポリオール等を
用いることができる。
　前記エーテル系ポリオールとしては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコ
ール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ブチレングリコール、ネオペン
チルグリコール、グリセリン、ペンタエリスリトール、トリメチロールプロパン、ソルビ
トール、シュークロース等の多価アルコール、又はその多価アルコールにエチレンオキサ
イド、プロピレンオキサイド等のアルキレンオキサイドを付加したポリエーテルポリオー
ルが挙げられる。
　また、前記エステル系ポリオールとしては、例えば、マロン酸、コハク酸、アジピン酸
等の脂肪族カルボン酸やフタル酸等の芳香族カルボン酸と、エチレングリコール、ジエチ
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レングリコール、プロピレングリコール等の脂肪族グリコール等とから重縮合して得られ
るポリエステルポリオールが挙げられる。更には、ε-カプロラクタムの開環重合によっ
て得られるラクトン系ポリエステルポリオールが挙げられる。
　これらのポリオールのなかでも、エーテル系ポリオールが好ましい。
　尚、これらのポリオールは、１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用い
てもよい。
【００２１】
　前記イソシアネートとしては、例えば、トルエンジイソシアネート（ＴＤＩ）、粗ＴＤ
Ｉ、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、粗ＭＤＩ、１，６－ヘキ
サメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、粗ＨＤＩ、１，５－ナフタレンジイソシアネー
ト、パラフェニレンジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシ
アネート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、４，４’－ジシク
ロヘキシルメタンジイソシアネート、ｍ－キシレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジ
イソシアネート、水添ＭＤＩ、イソホロンジイソシアネート等が挙げられる。これらのな
かでも、ＭＤＩ、粗ＭＤＩが好ましい。
　尚、これらのイソシアネートは１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用
いてもよい。
【００２２】
　イソシアネートの配合量は、ウレタンフォーム層に必要とされる物性等により設定する
ことが好ましい。この配合量はイソシアネートインデックスにより調整され、このイソシ
アネートインデックスは、８０～１２０であることが好ましく、より好ましくは９０～１
１０である。イソシアネートインデックスが８０～１２０である場合には、得られるウレ
タンフォーム層の圧縮残留歪を十分に低くすること（具体的には、１０％以下にすること
）ができるため好ましい。
【００２３】
　前記フォーム原料には、ポリオール及びポリイソシアネートの他、触媒、整泡剤、鎖延
長剤等を配合することができる。
　前記触媒としては、例えば、金属触媒、アミン系触媒等が挙げられる。
　前記金属触媒としては、スタナスオクトエート、ジブチルチンジアセテート、ジブチル
チンジラウレート等の有機錫化合物、オクチル酸亜鉛等の有機亜鉛化合物、ニッケルアセ
チルアセトエート、ニッケルジアセチルアセトエート等の有機ニッケル化合物、鉄アセチ
ルアセトエート等の有機鉄化合物、酢酸ナトリウム等のアルカリ金属又はアルカリ土類金
属のアルコキシドやフェノキシド等が挙げられる。
　前記アミン系触媒としては、トリエチレンジアミン、テトラメチルグアニジン、Ｎ，Ｎ
，Ｎ’Ｎ’－テトラメチルヘキサン－１，６ジアミン等が挙げられる。
　これらの触媒は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
　また、触媒の配合量は特に限定されないが、前記ポリオールの全量を１００質量部とし
た場合に、１～８質量部であることが好ましく、より好ましくは３～６質量部である。
【００２４】
　前記整泡剤は、均一に分散した微細な気泡を安定化させるために配合されるものである
。この整泡剤は特に限定されないが、ジメチルポリシロキサンとポリエーテルのブロック
共重合体を使用することができる。また、ポリシロキサンに有機官能基を付加した特殊な
整泡剤を用いることもできる。このように、整泡剤としてはシリコーン系整泡剤が用いら
れることが多い。
　この整泡剤は１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
　また、整泡剤の配合量は特に限定されないが、前記ポリオールの全量を１００質量部と
した場合に、２～８質量部であることが好ましく、より好ましくは３～５質量部である。
【００２５】
　前記鎖延長剤としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピ
レングリコール、ジプロピレングリコール、１，４－ブタンジオール等の短鎖ジオール系



(7) JP 2009-265425 A 2009.11.12

10

20

30

40

50

のもの、グリセリン、トリメチロールプロパン等のトリオール系のもの等が挙げられる。
　この鎖延長剤は１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
　また、鎖延長剤の配合量は特に限定されないが、前記ポリオールの全量を１００質量部
とした場合に、１～６質量部であることが好ましく、より好ましくは２～４質量部である
。
【００２６】
　尚、フォーム原料には、紫外線吸収剤、酸化防止剤、有機及び無機充填剤、着色剤、顔
料、発泡剤、脱水剤、難燃剤等のウレタン配合に一般に使用される各種添加剤を適宜使用
することもできる。
【実施例】
【００２７】
　以下、実施例を挙げて、本発明の実施の形態を更に具体的に説明する。但し、本発明は
、これらの実施例に何ら制約されるものではない。ここで、「部」及び「％」は、特記し
ない限り質量基準である。
【００２８】
［１］使用原料
　（１）ポリオール；ポリエーテル系ポリオール（三洋化成社製、商品名「ＧＰ－３００
０」、数平均分子量：３０００、官能基数：３、水酸基価：５６ｍｇＫＯＨ／ｍｇ）
　（２）イソシアネート；クルードＭＤＩ（日本ポリウレタン社製、商品名「コロネート
　１１３０」、ＮＣＯ％；３１％）
　（３）鎖延長剤；１，４－ブタンジオール
　（４）触媒；スタナスオクトエート（城北化学社製）
　（５）整泡剤；シリコーン系整泡剤（モメンティブ製、商品名「Ｌ－５６１４」）
　（６）増粘剤；水酸化アルミニウム（昭和電工社製、商品名「ハイジライト　Ｈ－１０
」）
【００２９】
［２］トナーシール部材の製造
　（１）実施例１～１０
　ポリオール１００部、鎖延長剤４部、増粘剤２０部、触媒０．１部、及び整泡剤４部の
混合物に、イソシアネート及び造泡用気体（窒素ガス、供給量：０．１ｍ３Ｎ／ｍｉｎ）
を供給し、混合・剪断することによりウレタンフォーム原料を調製した。尚、前記イソシ
アネートは、インデックスが９０～１１０となるように配合した。
　次いで、表１に示すウレタンフィルム（厚み：３～３０μｍ、伸び：２００～３００％
）上に、前記ウレタンフォーム原料を吐出ノズルより供給し、１５０℃に加熱し、フォー
ム原料を反応、硬化させることにより、表１に示すウレタンフォーム層（厚み：０．５～
７ｍｍ、密度：２００～４８０ｋｇ／ｍ３、セル径：５０～３００μｍ、２５％ＣＬＤ硬
度：０．０１～０．１Ｎ、圧縮残留歪：１～３．５％）と、ウレタンフィルム層とからな
る積層体を製造した。その後、所定の寸法（縦５０ｍｍ×横５０ｍｍ）に裁断し、図１に
示すように、ウレタンフォーム層２１及びウレタンフィルム層２２の積層体２からなるト
ナーシール部材１を得た。
　尚、このトナーシール部材１においては、ウレタンフィルム層２２側が摺動面側となり
、ウレタンフォーム層２１側がトナーボトル等の蓋部材に配設されることになる。
【００３０】
　（２）比較例１、２
　実施例１と同様のウレタンフォーム原料を支持体上に吐出ノズルより供給し、１５０℃
に加熱してフォーム原料を反応、硬化させることにより、表２に示すウレタンフォーム（
厚み：１～２ｍｍ、密度：２００～３２０ｋｇ／ｍ３、セル径：１００～３００μｍ、２
５％ＣＬＤ硬度：０．０１～０．０５Ｎ、圧縮残留歪：１．５～３％）を製造し、所定の
寸法（縦５０ｍｍ×横５０ｍｍ）に裁断して、比較例１及び２の各トナーシール部材を製
造した。
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【００３１】
　（３）比較例３～７
　実施例１と同様のウレタンフォーム原料を支持体上に吐出ノズルより供給し、１５０℃
に加熱してフォーム原料を反応、硬化させることにより、表２に示すウレタンフォーム（
厚み：０．４～２ｍｍ、密度：１５０～５００ｋｇ／ｍ３、セル径：５０～４００μｍ、
２５％ＣＬＤ硬度：０．０１～０．１１Ｎ、圧縮残留歪：１～４％）を製造した。
　次いで、得られたウレタンフォーム層の一表面に、表２に示すフィルム（種類：ウレタ
ン又はＰＥＴ、厚み：３～２５μｍ、伸び：１４０～３００％）を、アクリル系粘着剤に
より接着し、ウレタンフォーム層とウレタンフィルム層とからなる積層体を製造し、所定
の寸法（縦５０ｍｍ×横５０ｍｍ）に裁断して、比較例３～７の各トナーシール部材を得
た。
【００３２】
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【表１】

【００３３】
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【表２】

【００３４】
［３］評価
　下記に示す方法により各種評価試験を行った。その結果を表３及び表４に示す。
　（１）摺動強度
　まず、実施例及び比較例の各トナーシール部材から、縦３０ｍｍ×横３０ｍｍの試験片
を作製した。次いで、図２及び図３に示す摺動強度測定器３において、スライド可能なガ
イド３５上に固定された被摺動体（ＡＢＳ樹脂板）３１とブリッジ部３２との間に、試験
片１０が初期厚みに対し４０％の圧縮率（スペーサ３３及び締付部材３４にて調節可能）
となり且つ両面テープによりブリッジ部３２側に固定されるように配置した（図２参照）
。尚、この際、試験片１０は、ウレタンフィルム側が被摺動体３１側となり、ウレタンフ
ォーム側がブリッジ部３２側となるように配置した。
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にて、前記被摺動体３１をガイド３５ごと、引張速度２００ｍｍ／ｍｉｎで動かし（図３
参照）、ガイド３５が移動し始める際に必要な力から引張強度を求め、この引張強度を摺
動強度（Ｎ）とした。
【００３５】
　（２）トナーシール性
　まず、図４に示すように、支持体４（厚み：２ｍｍ）上に、実施例及び比較例の各トナ
ーシール部材を接合し、縦５０ｍｍ×横５０ｍｍの試験片１００を作製した。尚、実施例
及び比較例３～７においては、トナーシール部材を構成する積層体２のウレタンフォーム
層２１側に支持体４を形成し、ウレタンフォーム層のみから構成される比較例１及び２に
おいては、いずれか一方の面に支持体４を形成した。
　次いで、図４及び５に示すように、トナーボトル５における凹凸のある開口部５１（被
摺動面）に対して、試験片１００における支持体４が形成されていない側を押しつけた状
態で固定した。この際、ウレタンフォーム層の圧縮率が約２５％となるように固定した。
尚、前記開口部５１の凹凸部における最頂部と最底部との最大差は、１００μｍ程度であ
る。
　その後、トナーシール部材が固定された状態で、周波数１００Ｈｚにて１００回上下に
震動させて、トナー漏れの有無を確認し、トナーシール性を評価した。尚、評価基準は以
下の通りである。
　良好：トナー漏れ無し
　不良：トナー漏れ有り
【００３６】
　（３）追随性
　前記（２）と同様の評価試験を行い、試験片１００と凹凸のある開口部５１（被摺動面
）の界面からのトナー漏れの有無を確認し、追随性を評価した。尚、評価基準は以下の通
りである。
　良好：試験片１００が開口部５１の凹凸に対して十分に追従し、界面からのトナー漏れ
が無かった場合
　不良：試験片１００が開口部５１の凹凸に対して十分に追従せず、界面からのトナー漏
れが有った場合
【００３７】
　（４）界面剥離強度
　ＪＩＳ　Ｚ　０２３７における１８０°剥離試験に準拠して界面剥離強度を評価した。
尚、評価基準は以下の通りである。
　良好：フォーム層からフィルム層が剥離せず、フォーム層が破壊された場合
　不良：フォーム層からフィルム層が剥離した場合
【００３８】
　（５）総合評価
　前記（１）～（４）の結果、及び、積層体を構成するウレタンフォーム層やウレタンフ
ィルム層等の物性を考慮し、トナーシール部材としての使用感が非常に良好な場合を「◎
」とし、使用感が良好な場合を「○」とし、使用に問題がある場合を「×」とした。
【００３９】
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【００４０】
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【表４】

【００４１】
　表３に示すように、特定のウレタンフォーム層とウレタンフィルム層の積層体からなる
実施例１～１０の各トナーシール部材においては、摺動強度が１５～６０Ｎと十分な摺動
性を有しており、且つトナーシール性、追随性及び界面剥離強度が全て良好であり、総合
評価は、全て「◎」及び「○」であった。
　尚、実施例９の総合評価が「○」である理由は、ウレタンフォーム層の厚みが７ｍｍと
少し厚く、トナーシール部材として使用する際のウレタンフォーム層の圧縮率によっては
、反発弾性が大きくなりすぎる場合があるからである。
【００４２】
　一方、表４に示すように、比較例１及び２のフィルム層が形成されていないウレタンフ
ォーム層のみからなるトナーシール部材においては、摺動強度が４０Ｎであり且つ追随性
は良好であったが、トナーシール性が不良であり、総合評価は共に「×」であった。
　また、比較例３及び４のウレタンフォーム層にＰＥＴフィルム層が接合されたトナーシ
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不良であり、その結果としてトナー漏れが生じるためトナーシール性も不良であり、総合
評価は共に「×」であった。
　更に、比較例５のウレタンフォーム層にウレタンフィルム層が接合されたトナーシール
部材においては、トナーシール性及び追随性は良好であったが、摺動強度が６５Ｎと高い
ため摺動性が悪く、総合評価は「×」であった。
　また、比較例６及び７のウレタンフォーム層にウレタンフィルム層が接合されたトナー
シール部材においては、追随性は良好であったが、トナーシール性が不良であり、総合評
価は共に「×」であった。
　更に、比較例３～７においては、フィルム層がウレタンフォーム層に粘着剤により接合
されているため、ウレタンフィルム上でフォーム原料を発泡させることによってウレタン
フォーム層が形成されている実施例よりも界面剥離強度が劣っていた。
【００４３】
　以上のように、本実施例の各トナーシール部材は、フォーム層とフィルム層の界面剥離
強度が高く、長期に渡ってトナーシール性及び摺動性に優れることが分かった。
【図面の簡単な説明】
【００４４】
【図１】本発明のトナーシール部材を説明する模式図である。
【図２】摺動強度測定方法を説明する模式図である。
【図３】摺動強度測定方法を説明する模式図である。
【図４】トナーシール性及び追随性の評価方法を説明する模式図である。
【図５】トナーシール性及び追随性の評価方法を説明する模式図である。
【符号の説明】
【００４５】
　１；トナーシール部材、２；積層体、２１；ウレタンフォーム層、２２；ウレタンフィ
ルム層、３；摺動強度測定装置、３１；被摺動体、３２；ブリッジ部、３３；スペーサ、
３４；締付部材、３５；ガイド、３６；ワイヤー、４；支持体、５；トナーボトル、５１
；開口部、１０、１００；試験片。
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